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うか。この論点については. Freeman,C., and Hagedoorn.J. (1995). Patel,P., 














































を確認しうる (Jaffe.A.,and Trajtenberg,M. : 2002. 長岡： 2011)。
それでは．科学技術文献はどの程度特許技術の発明に関係しているのだろう
か。国内出願のみではなく米国・欧州・日本の 3極出願特許技術発明者に限定























































著者所属機関国籍数 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年
1本以上 86か国 110か国 124か国 136か国 176か国
10本以上 47か国 56か国 72か国 87か国 114か国
100本以上 20か国 36か国 43か国 52か国 73か国
1,000本以上 11か国 16か国 27か国 35か国 50か国
G7国籍論文数シェア 80.4% 72.0% 68.1% 62.1% 48.7% 
















た論文数の合計は,1970年 (42,036本）. 1980年 (98,822本）. 1990年 (133,517本）．
































(2) : 各年は，それぞれ5年ごとの平均値，たとえば1970年は， 1970年と1975年の平





















G = i=l j= 
2Yiが
このとき， nは論文数で， Yiは科学技術論文著者所属機関国籍別論文数の
順位が第i番目 (i=1・ ・ ・n)の国籍の論文数であり， Yは平均の国籍別論
文数を表す．そして，ジニ係数は最も格差が大きい場合には 1となり，完全に
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(2) : 各年は，それぞれ5年ごとの平均値，たとえば1970年は， 1970年と1975年の平
















































1970 1990 2010 
1 us 54.8 us 38.8 us 20.4 
2 GB 11.9 SU 10.9 CN 11.7 
3 SU 6.5 JP 7.2 DE 6.0 
4 CA 4.1 GB 7.0 GB 5.7 
5 DE 3.0 DE 5.4 JP 5.2 
6 JP 2.7 FR 3.8 FR 4.8 
7 FR 2.5 CA 3.5 IT 3.5 
8 IN 2.4 CN 2.4 CA 3.2 ， AU 1.5 IT 2.4 IN 3.2 
10 NL 1.5 IN 2.0 KP 3.1 

























us (米国） • GB (イギリス）， SU(ソビエト連邦） • CA (カナダ）， DE(ドイツ），
JP (11本）， FR(フランス）， IN(インド）， AU(オー ストラリア）， NL(オランダ）．

















1965 1970 1980 1990 2000 2010 2015 
[ 1 J 米国特許（認可）件数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
[2] （海外特許比率：％） 19.9 26.9 39.6 47.6 46.0 50.9 52.8 
[ 3 J 米国以外の国籍数 66 71 69 72 100 102 123 （特許数1件以上）
(3-1) （特許数20件以上の国籍数） 22 26 28 32 35 45 57 
(3-2) （特許数100件以上の国籍数） 12 15 16 21 27 30 35 
(3-3) （特許数500件以上の国籍数） 8 ， ， 10 16 20 23 
(3-4) （特許数1,000件以上の国籍数） 3 6 6 7 1 16 19 
上位10か国シェア 21.6 27.4 36.8 40.9 38.6 4.2 44.7 
出所： USPTO (米国特許庁） , Calendar Year Patent Statisticsより作成
注： USTPOによる国籍の基準 (countryof origin)は，記載されている特許技術発明者
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国藉数累積構成比率
図3 筆頭発明者国籍数別米国認可特許件数の集中度と分散化
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図4 米国特許数に占める上位10か国の比率の推移（％）
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匡籍数累楼構成比率
図5 米国籍特許数を除いた海外国籍特許数のみのローレンツ曲線





う。なお， ここでのジニ係数 (G) の表式は， nが米国特許数で， Yiが米国特
許発明者所在国籍別特許数の順位が第i番目 (i=1・ ・ ・n) の国籍の特許数
であり， Yは平均の国籍別特許数を表す．そして，ジニ係数は最も格差が大き
い場合には 1となり，完全に均等な場合には0となる。ジニ係数 (G) は既述
表5 米国特許発明者国籍数別論文数のジニ係数推移
ジニ係数（米国含む） ジニ係数（米国除く）
1970年 0.980 0.958 
1980年 0.977 0.962 
1990年 0.976 0.964 
2000年 0.973 0.958 
2010年 0.965 0.949 
























HHI (米国含む） HHI (米国除く）
1970年 4868.05 1460.38 
1980年 3665.98 1928.10 
1990年 3438.47 2559.02 
2000年 3304.75 2242.17 
2010年 276127 1684.92 






0.211. 0.133. 1980年代では0.351.0.221. 0.087, 1990年代では0.466,0.160, 0.064 
となっている C 1970年代から1990年代までは首位の日本への集中化がみられて
いる。これはアメリカに追いつくために日本が特許を多く出願したためである
と考えられる。一方で， 2000年代での構成比率それぞれは0.435, 0.136, 0.069, 









米国籍 80.1% 米国籍 52.4% 米国籍
米国籍以外 19.9% 米国緒以外 47.6% 米国籍以外
1 ドイツ (5.3) I本 (21.6) H本
2 イギリス (4.1) ドイツ (8.4) 韓国
3 フランス (2.2) イギリス (3.1) ドイツ
4 日本 (1.5) フランス (3.2) 台湾
5 スイス (1.4) カナダ (2.1) 中国
6 カナダ (1.4) イタリー (1.4) カナダ
7 スウェーデン (0.9) スイス (1.4) フランス
8 イタリー (0.7) オランダ (1.1) イギリス， オランダ (0.8) スウェーデン (0.8) イスラエル
10 ベルギー (0.3) 台湾 (0.8) インド
上位10か1玉lシェア 21.6 40.9 
G7シェア 95.5 92.2 
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